
○三島村提案公募型補助金交付要綱 

 

平成 26年 4月 1日 

 

(趣旨) 

第 1 条 この要綱は、三島村において活動拠点及び実体を有する団体が企画立案実施する

事業で特に公益性の高いものに対する補助金（提案公募型補助金）の交付に関し、必要な事

項を定めるものとする。 

 

(補助対象団体) 

第 2 条  第 1 条に定める団体(以下「補助対象団体」という。)は、構成員が 3 名以上の団

体であって、次の要件をすべて満たすものとする。 

(1) その構成員の 4分の 3以上が本村に住所を有する者であること。 

(2) 宗教上の教義を広め、儀式行事を行い、又は信者を教化育成すること(以下「宗教活動

等」という。)を目的とする団体でないこと。 

(3) 特定の政党若しくは公職選挙法(昭和 25年法律第 100号)第 3条に規定する公職にある

者(候補者を含む。)を支持し、又は反対すること(以下「政治活動等」という。)を目的とす

る団体でないこと。 

(4) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成 3年法律第 77号)第 2条第 2号

に規定する暴力団若しくはその統制下にある団体又は同条第 6 号に規定する暴力団員が構

成員に含まれる団体若しくはその暴力団員の統制下にある団体でないこと。 

(5) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律(昭和 23年法律第 122号)第 2条第

5項に規定する性風俗関連特殊営業を営む者が構成員に含まれる団体でないこと。 

(6) 賦課されている債務に滞納がないこと。 

(7) 法令上の違反行為が直近 3 年間において無いこと。村が法令違反と認識した場合を含

む。 

 

(補助対象事業) 

第 3条 提案公募型補助金の交付対象となる事業(以下「補助対象事業」という。)は、別表

1に定める内容で、補助金の交付を受ける日の属する年度の 4月 1日以降に開始し、原則と

して翌年の 2 月末日までに終了する事業であって、次の要件をすべて満たすものとする。

但し、申請時において上記期間を超えることが予め想定される事業については、交付決定時

に別途期限を定めることとする。 

(1) 補助対象団体自らが企画し、立案し、及び実施する事業であること。 

(2) 不特定の地域住民の福祉の向上及び利益の増進に寄与することが明白であること。 

(3) 事業の実施による効果の及ぶ範囲が、その団体の構成員に限定されるものでないこと。 



(4) 事業の実施計画及び達成しようとする成果が明確に定められており、その成果が、村

の政策方針又は村民ニーズに合致していること。 

(5) 宗教活動等若しくは政治活動等でないこと。 

(6) 国又は地方公共団体との共催による事業でないこと。 

(7) 国又は地方公共団体からこの補助金以外の給付を受けていないこと。 

(8) 一切の法令に違反しない事業であること。 

 

(補助対象経費) 

第 4条 提案公募型補助金の交付対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、補助

対象事業の実施に直接必要となる経費のうち、次の各号に掲げる経費のいずれかに該当す

るものを除くものとする。 

(1) 構成員等の飲食、親睦等に要する経費 

(2) 記念品、金券等の購入経費 

(3) 個人の資産形成につながると考えられる備品の購入経費 

(4) 個人の資産形成につながると考えられる施設又は設備の整備並びに改修等に要する経

費 

(5) 不動産の取得等に要する経費 

 

(補助対象事業の公募) 

第 5条 村長は、期間を定めて補助対象事業を募集するものとする。 

2 村長は、前項の募集に関する事項について募集要項を定め、これを公表するものとする。 

 

(補助金の申請) 

第 6条 前条の規定による募集に応じて応募しようとする団体(以下「応募団体」という。)

は、提案公募型補助金交付申請書(第 1号様式)に、次に掲げる書類を添えて、前条第 2項の

募集要項で指定する期日までに、村長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画(実績)書(第 2号様式) 

(2) 収支予算(精算)書(第 3号様式) 

(3) 応募団体の構成員名簿 

(4) その他、村長が必要と認める書類 

 

(補助予定事業の決定) 

第 7条 村長は、前条の申請に基づき、審査を行い、提案公募型補助金を交付することが適

当である事業(以下「補助予定事業」という。)と認めたときは、補助予定団体に対し、提案

公募型補助金決定通知書（様式第 4 号）をもって、補助金の交付決定を通知するものとす

る。 



2 村長は、前項の規定による審査を行うにあたっては、必要に応じて外部有識者の意見を

聴き取ることができるものとする。 

3  事業不採択の場合、村長は応募団体に対しその旨通知するものとする。 

 

 (実績報告) 

第 8 条 提案公募型補助金の実績報告に係る、村長が必要と認める書類は、次に掲げるも

のとする。 

(1)  事業計画(実績)書(第 2号様式) 

(2)  収支予算(精算)書(第 3号様式) 

(3) その他、村長が必要と認める書類 

2 村長は、補助事業後の活動状況等について、別に定めるところにより報告会を開催する

ことができる。 

3 村長は、補助事業の成果確認のため、次年度以降も継続的に調査をすることができる。 

 

(補助金の額の確定) 

第 9 条 村長は、前条の規定による報告を受けた場合は、その内容及びこれに付した条件

を審査し、補助事業が適正に実施されたと認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、

提案公募型補助金交付確定通知書(様式第5号)により、補助予定団体に通知するものとする。 

 

(補助金の請求及び交付) 

第 10 条 前条の規定による通知を受けた団体(以下「補助決定団体」という。)は、前条の

規定による通知を受けたのち、補助金の交付を受けようとするときは、請求書(様式第 6号)

を村長に提出しなければならない。 

2 前項の規定にかかわらず、補助事業者が補助金の概算払を受けようとするときは事業補

助金概算払申請書(様式第 7 号)に請求書(様式第 6号)及び村長が必要と認める書類を添えて

村長に提出しなければならない。 

 

(補助金交付決定の取消し又は補助金の返還) 

第 11条 村長は、補助決定団体が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金交付決定

を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部を返還させることがある。 

(1) 申請書その他村長に提出した書類に虚偽の記載をし、又は補助事業の実施について、

不正があったとき。 

(2) 補助金を他の用途に使用したとき。 

(3) 交付決定の内容又は交付決定に付された条件に違反したとき。 

(4) 補助事業を履行しないとき、又は履行の見込みがないとき。 

(5) 補助事業の全部若しくは一部を中止し、又は廃止したとき。 



(6) その他この要綱の規定に違反したとき。 

 

(交付額及び交付回数の限度等) 

第 12条 交付額については別表 1のとおりとする。 

2 同一の補助事業を同一の補助予定団体が実施する場合における提案公募型補助金の交

付は、3回を限度とし、次年度以降も継続が見込まれる事業については、申請時に全体計画

を明らかにすることとする。 

(情報の公開) 

第 13 条 応募団体から提出された書類等の内容は公表し、本村民に周知するものとする。 

 

 (その他) 

第 14条 この要綱の施行に関し必要な事項は、村長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成 26年 4月 1日から施行する。 

令和 2 年 4 月 1 日改正（第 1 条、第 2 条、第 3 条、第 6 条、第 7 条、第 8 条、第 12 条の

一部、別表 1の追加） 

 

  



（別表 1） 

 

※１について「三島村生活環境施設整備補助金」対象の内容は除く 

事業区分 主な項目 補助率および補助限度額

１　安全対策事業 交通安全、消費生活　等 10分の10以内、上限20万円

２　福祉対策事業 高齢者福祉、障碍者福祉、地域福祉　等 同　　　上

３　健康づくり事業 保険、医療　等 同　　　上

４　交流対策事業 コミュニティ活動、情報化　等 10分の8以内、上限20万円

５　次世代育成事業 子育て支援、青少年健全育成、学校教育、幼児教育　等 同　　　上

６　生涯学習事業 生涯学習、人権、男女共同参画　等 10分の7以内、上限20万円

７　文化スポーツ活動事業 文化活動、文化財保全、スポーツ・レクリエーション　等 同　　　上

８　地域活性化事業 産業（農業・漁業・商工業）振興、観光振興　等 10分の6以内、上限20万円

９　はじめの一歩事業 区分８に該当する事業でプラン策定から行うもの 10分の5以内、上限10万円


